
　日本を含め、世界では依然として新型コロナウイルス

感染症の流行が続いています。新型コロナウイルス感染

症（COVID-19）によりお亡くなりになられた方々、ご遺族

の皆様に謹んで哀悼の意を表すとともに、罹患されてい

る方々や困難な状況におられる方々が一日も早く回復さ

れますよう、心よりお祈り申し上げます。

　荏原グループは、世界中の産業と暮らしを支えるとい

う社会的責務を果たすべく、従業員をはじめ、ステークホ

ルダーの皆様の安全を第一としながら事業を継続し、世

界のパンデミックからの回復をサポートしてまいります。

2021 年 12月期の振り返り
　中期経営計画「E-Plan2022」の2年目は、二つの点

で大きな進展がありました。一つは、カスタムポンプ事

業とコンプレッサ・タービン事業の収益性が大幅に改

善したことです。特にカスタムポンプ事業では富津事業

所の生産性向上、固定費最適化を進めるとともに、「フ

ロントローディング」の徹底を図りました。フロントロー

ディングとは、まず「受注金額は追わない」ことを徹底

し、受注前に仕様や納期をしっかりと検討し、受注の

可否を判断する取り組みです。今年で3年目になりま

すが、仕様の難易度と納期のバランスも含めて判断す

る方針を打ち出し、徹底した結果、富津事業所の収益

性が格段に向上し、納期遅れも減少しました。

　コンプレッサ・タービンでは、当社が誇る自動設計

化技術である「3Dパラメトリック設計」によって受注前

に仕様等の確認はできるものの、サービス&サポート

（S&S）で収益が取れるため、新規受注の採算には目を

つぶるといったことがありました。そこで、リターンがき

ちんと見込めないものは受注しない「戦略的受注」の

方針に変え、納期や価格の管理も徹底しました。この

ように、E-Plan2022で収益性改善事業と位置付けてい

た二つの事業の収益性が改善したことが、E-Plan2022

における営業利益率の目標を1年前倒しで達成する一

つの要因となりました。

　もう一つの成果として、成長事業の精密・電子事業

では半導体産業自体が非常に大きく伸び、その需要に

しっかりと応えることができました。ドライ真空ポンプ

新たなチャレンジで社会の課題を
解決し続け、100 年先も、技術で、
熱く、世界を支えていきたい！

浅見 正男
取締役 代表執行役社長
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の自動化工場が2021年の夏からほぼフル稼働となり、この生

産・加工能力の増強が需要拡大への対応と収益性改善に寄与

しました。

　2021年に発生した部材の調達難や価格の上昇に対しては、

2020年から開始した調達、サプライチェーン全体を見直す活

動が功を奏しました。グローバル調達・SCM戦略部が中心と

なり、事業部の調達担当者を集め、間接材、直接材、物流など

で荏原グループがやるべきことをカウンシルと呼ぶ会議でアイ

テムごとに何度も議論し、行動につなげてきました。私もそれ

らの会議すべてに出席しています。最初は部門間で壁がありま

したが、会議を続けるうちに互いにコミュニケーションを取るよ

うになり、2022年には、世界的な部材不足に荏原グループ横

断で対応するため「調達・物流ホットライン」ができました。相

談件数は徐々に増え、現在は何万点というレベルになっていま

す。荏原グループは世界各地に拠点があり、それぞれに調達の

担当者がいます。その力を結集することにより、部材不足の状

況でも、納期は長くなりつつもお客様に製品を供給し続けるこ

とができた。これは本当に荏原グループの底力だと感じました。

E-Plan2022の総仕上げとその先を見据えて
　2022年 12月期はE-Plan2022の最終年度です。E-Plan2022

の目標は昨年、1年前倒しで達成しましたので、今年はそれを上

回る数字を目指します。E-Plan2022の目標は通過点に過ぎま

せん。会社としてやらなければならないことは、収益性の改善

や成長の種まき、新しいチャレンジです。

　成長事業と位置付ける標準ポンプでは、成長市場でのカバ

レッジ拡大を目標に10ヵ所以上の海外拠点拡大に取り組んで

います。2020年にはベトナム、メキシコの2拠点、2021年はト

ルコのポンプメーカの買収とカナダの1拠点が完了し、2022年

にはヨーロッパ、南米、アフリカ地域で6拠点の設置を進めて

います。

　もう一つの成長事業である精密・電子事業では、需要自体

が大きくなっているので、まずはそれにしっかりと応えていきま

す。中国でのプレゼンスを高めることについても、成果が出つ

つあります。

　新規事業としては、2021年8月に水素関連事業のコーポレー

トプロジェクトを立ち上げ、デファクトスタンダードとなれるよう

様々な取り組みを進めています。私は、LNGに代わるものが水

素だと考えています。液化水素の輸送には、荏原が持つ極低温

に対応する技術が不可欠です。水素は扱いが難しく、難しいか

らこそ荏原が活躍する場があると思っています。

　E-Plan2022の数値目標の達成とともに、基本方針として掲

げていることをいかにやりきるかが重要です。経営・事業イン

フラの高度化に向けたERPの導入は、300名を超える体制で

進めています。さらに中長期的にやらなければいけないことと

して、ダイバーシティの推進があります。ライフイベントがあって

も安心して働き続けられ、キャリアも継続できる会社にしたい

と、2022年1月にダイバーシティプロジェクトを立ち上げました。

　環境に関しては、当社グループとして2050年カーボンニュート

ラルを目指すため、2022年1月、カーボンニュートラルプロジェ

クトを立ち上げました。カーボンニュートラルの達成、そして私た

ちがE-Vision2030で掲げる「CO2約1億トン相当の温室効果ガス

を削減」するという目標の達成に向け、活動を開始しています。

次の中期経営計画ではマーケットインを
さらに強化
　2022年は、来期から始まる新しい中期経営計画を立てる年

でもあります。次の中計は、よりマーケットインの考え方を強化

していきたいと考えています。マーケットインの考えでは、そもそ

もお客様に寄り添っているかということが大事です。荏原はお

客様から見たアウトカムに、社会に、地球環境に、どのように貢

献できるか。荏原が出した製品は、お客様や社会にどのような

付加価値を認められるか。貢献し、価値を認めてもらうために

は、お客様に寄り添って困りごとを解決しないといけないで

しょう。お客様の「こういうものが欲しい」「こういうことで困っ

ている」という声をきちんと聞けているのか、改めて原点に立

ち戻って考えてほしいと、現場の社員には伝えています。

　マーケットインの考えの根本には、お客様を幸せにしたい、

世界にいる誰かのためになりたいという思いがあります。荏原

はもともとそういう会社であったはずなのです。これまでの100

年間にも、荏原は社会課題を解決することを目指して事業を

行ってきました。それも、荏原の技術が強みを発揮できる分野

で行ってきたことが、今でも事業として続いているのだと思いま

す。社内では、難しい課題であればあるほど良い、と話していま

す。難しいことにチャレンジして、それを解決すれば、お客様に

認められ、次々に新しい話が来るようになる。そういう会社であ

り続けたいと考えています。

　新しいことにチャレンジするのが、荏原が培ってきたカル

チャーです。難しいことに挑戦し続けるからこそ、セレンディピ

ティ*も生まれます。そういったカルチャーを継承していくため

に、人材を育成していく必要があります。最も重要なことは、

会社の中にいるだけでなく、外に出てどれだけ刺激を受けられ

るかです。そのために、例えばSpiber株式会社やリアルテック

グローバルファンドなどに出資し、社員を派遣しています。

　人材に関して、私が社員に伝えていることの一つに、リー

ダー資質の重要性があります。私が考えるリーダー資質とは、

好奇心、洞察力、リスクを取る胆力、そして影響力の4つです。

自分がやっていることに興味を持たず、言われたことをそのま

まやっていればよいという姿勢では、何も始まりません。興味

を持ってその仕事をやる意味を考え抜く好奇心、どのようにす

れば相手が満足するかを見抜く洞察力、初めてのことでも“と

にかくやってみよう”と腹を決めてやってみる胆力、そして人を

巻き込んでいく影響力を循環させていけば、物事は自然と良い

方向に向かうはずです。荏原グループは、2030年までに「国籍

や性別を問わず、自ら考え、スピード感を持って、積極的に新た

な挑戦をし、目に見える成果を出す」企業になることを目指し

ています。そのためには、このようなリーダー資質を持った人材

が必要なのです。
*偶然に思いがけない幸運を発見したり、大切なことや本質的なことを学びとること、または
その能力。

時代に合わせて変化しながら
世界を支え続ける
　これまで、荏原グループは社会・産業が必要とするものを提

供することによって、事業を続けてきました。これから50年先、

100年先も、荏原は時代に合わせて姿を変えていきながら、世

界を支えていきたいと考えています。それは荏原グループだけ

で行うというよりも、サプライヤーをはじめとした様々な人たち

で構成されるエコシステムとして取り組んでいかなければ成し

遂げられないことです。皆さんの意見を聞き、信頼関係を築き

ながら、これからも、技術で、熱く、世界を支えていきたいと考

えています。

中期経営計画「E-Plan2022」の進捗　
最重要経営指標であるROIC及び売上収益営業利益率は1年前倒しで目標達成

E-Plan2022

2019/12 2020/12 2021/12 2022/12
計画

E-Plan2022 
2022/12目標

最重要経営指標（KPI） 日本基準 IFRS IFRS IFRS IFRS

ROIC（投下資本利益率） 6.5% 6.4% 10.7% 10.5% 7.6%以上

売上収益営業利益率 6.8% 7.2% 10.2% 10.0% 8.5%以上

目標を達成するためのモニタリング指標

ROE 8.3% 8.6% 14.5% ー 11.2%以上

D/Eレシオ 0.29倍 0.34倍 0.36倍 ー 0.4～0.6倍

事業別営業利益率

　風水力事業 5.3% 6.3% 7.4% 7.3% 7.0%以上

　　ポンプ事業 6.3% 5.5% 7.4% 7.0% 6.5%以上

　　コンプレッサ・タービン事業 5.1% 8.0% 9.7% 9.5% 8.0%以上

　　冷熱事業 4.9% 5.4% 4.1% 5.1% 5.0%以上

　環境プラント事業 10.8% 10.2% 7.8% 7.0% 9.5%以上

　精密・電子事業 8.1% 8.3% 14.5% 15.0% 13.0%以上 取締役 代表執行役社長
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 https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/materiality.html参照　マテリアリティ特定のプロセス

長期ビジョン「E-Vision2030」

　荏原グループは、10年後のあるべき姿とそれに向かう道筋である“価値創造ストーリー”として、長期ビジョン「E-Vision2030」

を策定しました。「技術で、熱く、世界を支える」というスローガンのもと、SDGsをはじめとする社会課題の解決に事業を通じて持続的

に貢献し、社会・環境価値と経済価値を向上させていくことで企業価値を高め、グローバルエクセレントカンパニーを目指します。

　E-Vision2030では、当社グループが2030年に向けて解決・改善に取り組む5つのマテリアリティ（重要課題）を設定しています。

各マテリアリティについて、それぞれが関連する社会・環境課題、課題に対するアウトカムを具体化・明確化し、各部門が取り組む

アプローチを整理し、各部門のKPIと目標を設定しました。詳細はP.17-18をご覧ください。

社会・環境価値目標の進捗「ICAC5への寄与：14Åへの挑戦」

　ベルギーの独立系ナノテク半導体研究所imec

（Interuniversity Microelectronics Centre）は、

1nm(10Å)及びその先に至るロジックデバイス

ロードマップ*を公開しています。imecは世界中

の企業と協業し開発を行っており、現在は

2-3nm (20-30Å)技術ノードの研究開発に取り

組 んでいます。当 社 は imecとJDP（Joint 

Development Program）契約を締結し、imec

とCMP（Chemical Mechanical Polisher）エリア

での協業開発を行っています。
* 当社では、2030年時点で開発として7Å、商用として14Å世代になって
いると想定しています。

2030年のありたい姿

グローバルエクセレントカンパニー
社会・環境価値と経済価値の両方を向上させることで、荏原の企業価値を高める

社会・環境価値 経済価値

事業を通じた
社会課題の解決

持続可能な企業成長と
効率的経営

企業価値向上の
目安

 • CO2約 1億トン相当の温室効果ガスを削減
 • 世界で6億人に水を届ける
 • ICAC5への寄与：14Åへの挑戦

 • ROIC10.0%以上
 • 売上高 1兆円規模 時価総額1兆円

1
持続可能な

社会づくりへの貢献

社会と人々のために

2
進化する豊かな
生活づくりへの貢献

産業のために

3
環境マネジメントの

徹底

事業活動とサプライ
チェーンのために

4
人材の活躍促進

従業員のために

5
ガバナンスの
更なる革新

サステナブルな 
経営のために

技術で、熱く「持続可能で
地球にやさしい社会、安
全・安心に過ごせる社会イ
ンフラ、水や食べるものに
困らない世界」を支える

技術で、熱く「世界が広く
貧困から抜け出す経済発
展と、進化する豊かで便利
なくらしを実現する産業」
を支える

カーボンニュートラルに向
けて、再生可能エネルギー
の最大限の利用を含めた、
CO2削減を推進する

「競争し、挑戦する企業風
土」を具現化する、多様な
社員が働き甲斐と働きや
すさを感じて、活躍できる
企業グループとする

成長へのビジョンを描き、
グローバルで勝ち続ける
経営を後押しする攻めと守
りのガバナンスを追求する

5つのマテリアリティ（重要課題）

E-Plan2022 2年目の進捗
　2021年 12月期は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により部材の調達

難や物価上昇などが発生しました

が、事業ごとに対策を講じ、業績への

影響を抑制することができました。最

重要指標であるROIC、売上収益営業

利益率は2020年からさらに改善し、

E-Plan2022の目標を1年前倒しで達

成しました。

E-Plan2022

2019/12 2020/12 2021/12 2022/12
計画

E-Plan2022 
2022/12目標

最重要経営指標（KPI） 日本基準 IFRS IFRS IFRS IFRS

ROIC
（投下資本利益率） 6.5% 6.4% 10.7% 10.5% 7.6%以上

売上収益営業利益率 6.8% 7.2% 10.2% 10.0% 8.5%以上

目標を達成するための
モニタリング指標

ROE 8.3% 8.6% 14.5% ー 11.2%以上

D/Eレシオ 0.29倍 0.34倍 0.36倍 ー 0.4～0.6倍

中期経営計画「E-Plan2022」

　2020年から2022年までの中期経営計画「E-Plan2022」は、長期ビジョン

「E-Vision2030」で示した当社グループが進むべき方向からのバックキャス

トと、前中期経営計画「E-Plan2019」の振り返りから明確になった解決すべ

き課題への対応などに基づき、この3年間の経営方針や戦略を策定したも

のです。E-Plan2022は、2030年のありたい姿に向けた「更なる成長に向け

た筋肉質化」のステージと位置付けています。

　E-Plan2022の基本方針として、1 事業成長への挑戦、2 既存事業の収益

性改善、3 経営・事業インフラの高度化、4 ESG経営の進化 の4つを定めて

います。既存事業については、事業ポートフォリオにより成長事業と収益性

改善事業に区分し、それぞれの戦略を設定しています。

imecのロジックデバイスロードマップ

目指す事業ポートフォリオ（イメージ）

●● ポンプ事業　●● コンプレッサ・タービン事業　●● 冷熱事業
●● 環境プラント事業　●● 精密・電子事業　　

高

中
成
長
性

低 中
収益性

高

Ref. imec  Dr. Sri Samavedam

中長期の企業価値創造

長期ビジョン「E-Vision2030」と中期経営計画「E-Plan2022」
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*1 GWP: Global Warming Potential 地球温暖化係数　　*2 ICFG®: 内部循環流動床ガス化システム　　*3 基幹職：管理職に相当する従業員層

1 持続可能な 
社会づくりへの貢献

技術で、熱く「持続可能で地球にやさしい社会、安全・安
心に過ごせる社会インフラ、水や食べるものに困らない
世界」を支える

2 進化する豊かな
生活づくりへの貢献

技術で、熱く「世界が広く貧困から抜け出す経済発展と、
進化する豊かで便利なくらしを実現する産業」を支える

3 環境マネジメントの
徹底

カーボンニュートラルに向けて、再生可能性エネルギー
の最大限の利用を含めた、CO2 削減を推進する

4 人材の
活躍促進

「 競争し、挑戦する企業風土 」を具現化する、多様な社
員が働き甲斐と働きやすさを感じて、活躍できる企業グ
ループとする

5 ガバナンスの
更なる革新

成長へのビジョンを描き、グローバルで勝ち続ける経営
を後押しする攻めと守りのガバナンスを追求する

5つのマテリアリティ 関連するSDGs 実現したいアウトカム 課題 主な施策・KPI 2022/12目標 2021/12実績

深刻化する環境問題と、世界レベルでの経済発展に対して、CO2 削減と経済活動の活性を
両立するための社会・産業のインフラづくりを実現する

• 安心・安全な生活を送るために生活インフラが安定稼働している
• 災害時に人々が生命のリスクに晒されないような強靭な街づくりを実現する

• 半導体産業の発展（技術の進歩・生産の最適化）に寄与して人々が豊かで便利なくらし
を実現できる（ICAC5）

• 製品・サービスのスマート化により高度な工場運営が可能になる
• 高度経済成長期に建設された産業プラントの老朽化が進む中、設備が安全にかつ安定

的に稼働できる

• 積極的な企業情報の開示とステークホルダーとの対話により、透明性が確保でき、説明
責任を果たせている

• 荏原グループの普遍的な価値観である「荏原らしさ」を追求し、企業価値を高める

• リスクを体系的に把握•評価し、最小化するための体制が構築できている
• 事業継続のためにサプライチェーンリスクの最小化ができている
• グループでの内部統制が適正に遂行され、さらにそれを監査する体制が整備されている

いかなる地域においても法令遵守を例外なく徹底するとともに、高潔な倫理観に基づく企
業運営が行われている

「競争し、挑戦する企業風土」が築き上げられ、従業員の
エンゲージメントが上がる

環境負荷の低減と経済価値の向上を両立させる

• 人口の増加や社会の発展に伴う水需要の増加に対して、水が安定的に確保できる
• 気候・地理的条件に左右されにくく、安定的に食料を確保できる

製品の省エネ化・軽量化
•（風水力）新蒸気タービンシリーズの開発及び製品化完了
•（精密）対象製品の重量削減

環境負荷物質の抑制
•（風水力）低GWP*1 化製品の販売による温室効果ガス使用削減
•（環境）ごみ発電による再生可能エネルギーの取扱量
•（精密）排ガス処理装置の使用によるGHG排出の削減

環境負荷を低減する技術への貢献
•（風水力）液体水素プラント向けの製品開発・市場投入
•（環境）ICFG®*2 の実用化

社会インフラの安定的稼働
•（環境）DBO案件の長期包括受注（累計）
•（環境）クレーン高度化・AIクレーン導入の普及

半導体の進化ロードマップに対応した製造装置等の開発
•（精密）重点プロジェクトから発生した新規機種の開発
•（精密）対象製品の次世代向け要素技術の開発

•ステークホルダーとの対話機会の拡充
•「荏原らしさ」の継続的な浸透（荏原らしさに関する研修受講率）

•サプライチェーンマネジメントの強化
•グローバルでの内部統制の徹底

腐敗防止のための継続的な啓蒙

グローバルでの持続的成長を実現するための基盤整備
•人事制度のグローバル展開
•全災害度数率（TRIR）の低減

競争し、挑戦する企業風土への変革
•平均総労働時間の削減
•女性基幹職 *3 比率、女性社員・外国籍社員の入社率向上

 による多様性促進
•グローバルエンゲージメントサーベイスコア向上
•人材育成への持続的な投資（一人当たりの研修費用）
•海外事業所のグローバルキーポジション現地社員比率の向上

•事業活動におけるCO2 排出量の削減

•廃棄物の再資源化率の向上

多様な地域への安定的な水の供給
（風水力）ソーラーポンプの拡販

持続可能で地球にやさしい社会
発展途上国を中心とした人口増加により経済・社会の発展が加速
し、世界レベルでCO2 排出量や環境負荷が増加、気候変動が深刻化
する

製品化100%達成 製品開発を継続推進

製品化100%達成 製品開発を継続推進

CO2 相当削減量
33,000トン/年
130,000 MWh
100%達成

CO2 相当削減量
17,300トン/年
164,279 MWh
65%

19件
導入目標100%

16件
導入目標33%達成

100%達成
100%達成

111%
75%

➡P.59-60
受講率100％

➡P.59-60
国内グループ：
98.9%
海外グループ：
95.4%

➡P.59
➡P.75-76

➡P.59
➡P.75-76

➡P.79-80 ➡P.79-80

83
46,795円
2030年：50%

79
41,799円
22%

2030年：26％削減
（2018年比）
2030年：95%以上

11%削減

97.1%

12%/台（2019年比） 11%/台

実証機建設、
受注目標100%
達成

基礎試験を実施・
追試験継続中

目標販売台数
100%達成

販売台数の
目標達成

➡P.47
2023年：0.80

➡P.47
3.09

1,920時間
➡P.47

2,037時間
➡P.47

長期ビジョン「E-Vision2030」で掲げた5つのマテリアリティ（重要課題）の解決に向けて、実現したいアウトカム、課題を具体化・明確
化した上で、各部門が取り組むアプローチを整理し、中期経営計画「E-Plan2022」における各部門の施策、KPIと目標を設定しています。

継続的にKPIのモニタリングを行い、PDCAサイクルを回していくことで、目標の達成とアウトカムの実現を目指します。
各KPI・目標の進捗については各事業・戦略ページをご参照ください。

コーポレート•ガバナンス
荏原グループが持続的に成長するために必要な、透明•公正かつ果
敢に挑戦する経営を実現する

リスクマネジメント
社会構造の変化が著しい現代において、企業の危機管理を高度化
し、リスクを最小化する

コンプライアンス
法令遵守のみならず、社内規程、社会規範、常識・良識を含めて誠
実に実践することが徹底されている

働きがい
世界中で事業を通じて社会•環境価値を向上させ続けるためには、
多様な社員が能力を最大限に発揮すること、またその能力を向上さ
せることが不可欠である

働きやすさ
従業員が能力を最大限に発揮し、最高のパフォーマンスを生み出せ
るよう、働きやすく、働きがいを感じる環境を整える

安心・安全に過ごせる社会インフラ
• 発展途上国を中心とした人口増加による経済・社会の発展に伴

い、社会インフラの整備が求められる
•日本などでは社会インフラの老朽化が進み、維持更新が求められる
•激甚化する自然災害により人々が災害のリスクに晒される頻度が増加する

高度な先進技術の導入が期待される世の中において、産業界では
継続的な技術進化が求められる（Society5.0の実現）

気候変動など世界中で深刻化している環境問題に対して、当社グ
ループの事業活動による環境負荷を最小限にする

水や食べ物に困らない社会
• 発展途上国での人口増加や社会発展に伴い水需要が増加する
• 先進国では水を安定的に確保しつつ、効率的な利用が重要となる
• 発展途上国では人口の増加により食料の需要が増加する
• 日本など食料自給率の低い国は自給率を高め、食料の過度な輸

入依存を是正する

中長期の企業価値創造

E-Vision2030 5つのマテリアリティとE-Plan2022の主要な施策・KPI
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*1. ROIC： ＜IFRS＞親会社の所有者に帰属する当期利益÷{有利子負債（期首期末平均）＋親会社の所有者に帰属する持分（期首期末平均）}  
＜日本基準＞親会社株主に帰属する当期純利益÷{有利子負債（期首期末平均）＋自己資本（期首期末平均）}

*2. ROE： ＜IFRS＞親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本（期首期末平均）  
＜日本基準＞親会社の所有者に帰属する四半期利益÷親会社の所有者に帰属する持分（期首期末平均）

*3  2016年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しました。1株当たり配当金は、2017年3月期初に株式併合が行われたと仮定して調整した金額です。
*4.  2017年3月期の年間配当金36円（うち中間配当金6円）は、株式併合後に換算すると、中間配当金30円、期末配当金30円を合わせた1株当たり60円に相当します。
そのため連結配当性向は配当金を60円として計算しています。

*5. 自己資本：純資産－（新株予約権＋非支配株主持分）
*6. 荏原製作所単体
*7. 荏原製作所単体及び国内グループ会社（連結）
*8.  荏原製作所単体及び国内グループ会社（連結）における、スコープ1とスコープ2の合算値です。目標基準年を2018年 12月期とし、排出係数はエネルギーの使用の
合理化等に関する法律に基づく年次値を適用しています。

*9. 2017年3月期は荏原製作所単体及び国内グループ会社の集計値。2017年 12月期より海外グループ会社を含む集計値となっています。

財務指標 非財務指標

E-Vision2030 社会・環境価値目標の進捗

ROIC*1／ROE*2 営業利益／営業利益率
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      ROIC  　        ROE
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■ 営業利益（左軸）  　        営業利益率（右軸）
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最重要経営指標であるROICの2021年 12月期は10.7%で、前年実績
を上回りました。また、ROEも14.5％で、前年実績を上回りました。中
期経営計画「E-Plan2022」の最終年度目標であるROICの7.6%、ROE
の11.2%以上をそれぞれ前倒しで達成しました。

2021年 12月期の営業利益率は10.2%と、前年実績を上回りました。
風水力事業の営業利益率が6.3%から7.4%に改善したほか、精密・電
子事業が8.3％から14.5％に大きく伸長したことが寄与しました。

資本的支出／減価償却費／研究開発費 1株当たり配当金*3／連結配当性向*4

400

■ 資本的支出　■ 減価償却費　■ 研究開発費

300
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（億円） 

227億円214億円

135億円
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■ 1 株当たり配当金（左軸）   　       連結配当性向（右軸）
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精密・電子事業において半導体製造装置の開発力強化や生産ライン増
強、海外でのドライ真空ポンプの需要増に対応したオーバーホール工場
の設備改修などを行いました。このほか風水力事業における既存設備の
維持更新、昨年に引き続き、経営基盤強化のためのERP導入などを進め
ました。精密・電子事業では、ドライ真空ポンプの自動化工場の本格稼働
など事業規模の拡大に対応して減価償却費が増加傾向にあります。

株主還元については、連結配当性向35%以上を目標に、かつ連結親
会社所有者帰属持分配当率（DOE）2.0%以上を確保する方針としてい
ます。

親会社所有者帰属持分／親会社所有者帰属持分比率
（自己資本*5／自己資本比率）

有利子負債／D/Eレシオ

4,000

 ■  親会社所有者帰属持分（自己資本）（左軸）  　        
       親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率）（右軸）
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■ 有利子負債（左軸）　          D/E レシオ（右軸）
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1,120億円

0.36倍

2021年 12月期末の親会社所有者帰属持分比率は、主に有利子負債の
増加や IFRSを適用した影響により、43.4%と前年比で低下しました。

2021年 12月期末のD/Eレシオは0.36倍となり、E-Plan2022期間の計
画（IFRS）である0.4～0.6倍を下回る水準で推移しています。

女性従業員新卒採用比率／外国籍従業員新卒採用比率*6 全災害度数率（TRIR）*7

30.0

      女性従業員新卒採用比率   　       外国籍従業員新卒採用比率
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荏原グループは、ダイバーシティがイノベーションの鍵になると考えてい
ます。多様な背景を持つ人材を採用することは事業活動のパフォーマン
ス向上につながります。2021年 12月期は、新卒採用者 111名のうち女
性20名（18.0%）、外国籍5名（4.5%）を採用しました。

全災害度数率（国内）を2023年までに0.80以下とすることを目標にし
ています。2021年 12月期は、労働安全コンサルタントによるリスクサー
ベイ・安全文化診断・労災発生後ヒアリング・労災事故分析を実施し、
労災の未然防止、再発防止の活動を実施しました。引き続き労災再発
防止対策フォロー体制、リスク管理、安全作業指導の人材育成などの
施策を実施していきます。

CO2排出量（スコープ1＋2）*8 水使用量*9
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2030年までの「環境目標2030」では、CO2排出量（スコープ1+2）の
2018年比26%削減を目指していますが、2021年に日本政府のCO2

削減目標修正が行われたことに合わせて当社計画全体を見直してい
ます。2021年の実績は2018年比 12％減、前年 (2020年 )比7.2%減
でした。

2030年までの「環境目標2030」では、水使用原単位で前期値を超
えないようにすることを掲げています。2021年の実績は1,088千m3で、
前期値 (2020年、1,153千m3)を超えておりません。

ICAC5への寄与：14Åへの挑戦
現在2-3nm (20-30Å)技術ノードの研究開発を実行
ベルギーの独立系ナノテク半導体研究所 imec（Interuniversity Microelectronics Centre）は、1nm(10Å)及びその先に至るロジックデバイスロード
マップ*を公開しています。imecは世界中の企業と協業し開発を行っており、現在は2-3nm (20-30Å)技術ノードの研究開発に取り組んでいます。
当社は imecとJDP（Joint Development Program）契約を締結し、CMPエリアでの協業開発を行っています。（→P.16）
* 当社では、2030年時点で開発として7Å、商用として14Å世代になっていると想定しています。

日本基準 IFRS

中長期の企業価値創造

財務・非財務ハイライト
株式会社荏原製作所及び連結子会社の決算期の変更に伴い、2017年 12月期は9か月間の変則決算となっています。
2021年 12月期より従来の日本基準に替えてIFRSを適用しています。また、2020年 12月期の財務数値についても、IFRSに準拠して表示しています。

19       荏原グループ　統合報告書　2022 荏原グループ　統合報告書 　2022      20



財務健全性と資本効率のバランスに配慮し、適切な資本配分を行って、
持続的な成長と長期的な企業価値最大化を目指していきます

細田 修吾
執行役 グループ経営戦略・経理財務統括部長

ROIC 経営の深化
　現中期経営計画「E-Plan2022」では、売上高営業利益率と
共にROICをグループ全体の最重要経営指標として設定してお
り、計画最終年度（2022年 12月期）において、7.6%以上（IFRS
ベース）とすることを目標に掲げてきました。その中で2021年
12月期においては、グループ全体で10.7%のROICとなり、最終
年度を待たずに前倒しで目標を達成できました。WACCは6%
程度と試算していますので、2021年12月期はROIC・WACCスプ
レッドが4.5～5.0%のレンジにあったと想定され、投下資本に
対する「稼ぐ力」を一段高め、その成果を経営成績として具現
化できたという点で重要な意味をもつ年度となりました。
　「ROIC経営」は株主が重視する企業価値の最大化と、事業
部門が重視すべき事業価値の最大化とを橋渡しする有用な経
営手法と捉えています。当社の「ROIC経営」においては、管理
すべき事業単位毎にWACC（ハードル・レート）を設定し、各事
業単位でROIC・WACCスプレッドの最大化を目指した施策を
展開しています。ROICツリーにより、事業単位で管理し易い指
標にまで分解し、それらを各担当者レベルの評価指標として位
置付けると共に、プロセスKPI*として進捗を月次でモニタリン
グしています。数年間にわたり試みてきた「ROIC経営」の成果
が、一定の形となって表れつつあるものと理解しています。

財務健全性と資本効率
　最重要指標のROICと共にROE、D/Eレシオを財務規律視点
でのモニタリング指標と位置付けることにより、財務健全性と資
本効率のバランスに配慮した最適な資本構成を目指していま
す。E-Plan2022における基準として、ROEを11.2％以上、D/Eレ
シオを0.4～0.6倍（共に IFRSベース）とおく中で、2021年 12月
期末においてROEは14.5％、D/Eレシオは0.36倍となりました。

信用格付水準等に表される財務健全性に配慮しつつ、資本効率
（ROE）の水準を前年度までの8％台から一段高められた年度
となりました。グループ全体として精密・電子事業へのエクス
ポージャが増す中で、事業構成・規模及びリスクをベースに求
められる財務健全性水準を勘案しつつ、引き続き最適な資本
構成を追究していきます。
　一方で資本効率改善に向けた非事業用資産の処分等も着々
と進めてきています。政策保有株式（上場分）に関しては、2020
年6月までに全て処分を完了した他、非上場分についても対応
に着手しました。近年、スタートアップ企業への投資など、経営
戦略的意図をもって保有する政策保有株式が増加する一方で、
保有合理性の薄れた出資については積極的に処分を進めるな
どメリハリを設けた対応を進めきています。

税務ガバナンス
　当社は2022年6月に、「各国・地域における租税に関連す
る法令等を順守し、適正な納税を通じて各国・地域に貢献する
とともに、株主価値の最大化に努める」ことを主眼とする「荏
原グループ税務方針」を制定・開示しました。本方針に基づい
て税務ガバナンスの体制を拡充すると共に、ROICツリーの構成
要素でもある「税務コスト」の最適化を図っていきます。
　当社グループの2021年 12月期における平均実際負担税率
は23.0％となり、法定実効税率（30.6％）や同業他社平均*
（24.8%）より低い税率実績となりました。

*  2022年6月末時点で日経平均株価とJPX日経400に共に採用される機械銘柄
11社の平均

資本配分・成長投資と株主還元
成長投資
　E-Plan2022の3年間においては、累計で設備投資1,000億円、
研究開発費400億円を計画しています。2020、2021年 12月期
の実績と2022年 12月期の計画は右表の通りであり、既存事業
／新規事業の両領域において、当該計画に則った順調な成長
投資を実現してきています。2021年 12月期は、主に精密・電子
事業において、開発力強化や生産ラインの増強、海外オーバー
ホール工場の設備改修などへの投資を行いました。この他、昨
年に引き続き、全社経営基盤強化のためのERP*システム導入
などを進めています。またM&Aでは、2021年4月にトルコのバ
ンサン社の買収が完了しています。
　営業活動キャッシュ・フローをはじめとし、近年増加しつつあ
るキャッシュ・イン・フローを、E-Vision2030の実現に向けた成
長投資に精力的に配分する局面は当面継続する見通しです。必
要に応じた機動的な自己株式の取得も含め、引き続き資本配
分の最適化を図っていきます。
* ERP：Enterprise Resource Planning

ROIC・ROE・D/Eレシオ
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資本配分（2021年 12月期）
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資産売却 47
有利子負債増加 25
為替差益 39

調整済営業CF 882
（営業CF 728／
    研究開発費調整 153）

配当 119

手許現金増加 159

自己株式取得 200

研究開発費等 153

設備投資費等 257

（億円） 

R&I信用格付情報

成長投資 （単位：億円）

E-Plan2022 
累計（目標） 
（3ヵ年）

FY20 
実績

FY21 
実績

FY22 
予想

FY20-22 
実績＋予想 
（3ヵ年）

設備投資 1,000 350 227 470 1,047
研究開発費 400 125 135 175 435
M&A — 107 107

中長期の企業価値創造

財務担当役員が語る財務戦略

日本基準 IFRS

2021年 12月期地域別納税実績 （単位：億円）

納付税額

日本 63
アジア（日本以外） 37
北米 11
その他 8
総計 119
※  2021年度 12月期の連結財務諸表の数値をベースに、グループ会社の所在地
別に2021年度において納付した法人所得税の額を集計しています。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/tax.html

参照　税務方針

ROICツリー

プロセスKPI

投下資本回転率

売上収益

販管費率

S&S売上収益

平均実際負担税率

海外売上収益

売上債権回転日数

新製品売上収益

棚卸資産回転日数

売上原価率

固定資産回転日数

営業利益率

ROIC

* KPI：Key Performance Indicator
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株主還元
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最も重要な経営方
針の一つと位置付けています。E-Plan2022では、配当について、
連結配当性向35％以上を目標に当該期の業績に連動して実
施しつつ、連結親会社所有者帰属持分配当率（DOE）2.0％以
上を確保する方針としています。
　2021年12月期は、連結配当性向35.2％、通期の一株あたり
配当額は163円となり前年度の90円から1.8倍を超える増配と
なりました。さらに、2021年は過去最大となる200億円の自己株
式取得を実施し、取得した全株式の消却を完了しました。また、
TSR（株主総利回り）の視点では、2021年12月末時点において、
市場を大幅にアウトパフォームして推移しています。引き続き、中
期的な資本政策に則って株主還元を充実させていきます。

経営成績に関する分析
　2021年12月期における世界経済は、新型コロナウイルス感染
症の影響長期化による不透明感は残るものの、ワクチン接種の
普及等により持ち直しの動きが続きました。日本経済において
は、大都市圏を中心に緊急事態宣言やまん延防止等重点措置
が実施されるなど一部で経済活動が抑制されましたが、需要は
緩やかに増加し、設備投資は持ち直しの動きがみられました。
　当社グループの主要市場である石油・ガス市場においては、
原油価格が新型コロナウイルス感染症拡大前の水準まで回復
し、一部で案件に動きがみられました。半導体市場においては
需要が高い水準で推移し、顧客の設備投資は拡大基調が続き
ました。建築設備市場は、新型コロナウイルス感染症の影響か
らの回復がみられました。また、日本の国土強靭化関連の公共
投資については引き続き堅調に推移しました。
　このような環境下、2021年 12月期における受注高は、風水
力事業では新型コロナウイルス感染症拡大の影響により世界
経済が停滞した昨年と比較して中国を中心に需要回復が進
み、前期を上回りました。環境プラント事業では廃棄物処理施
設の大型案件を複数受注したことで受注高は前期に比べ
109％増と大きく上回りました。精密・電子事業では5GやAI、
データセンターなど旺盛な半導体需要により半導体メーカの設
備投資が拡大したことに加え、世界的な部品の供給不足を背
景に顧客の前倒し発注の動きが継続したことなどによって受注
高は好調に推移しました。売上収益は、高い受注水準により全
ての事業において前期を上回りました。
　利益面では、営業利益は風水力事業の継続的な収益性改善
や精密・電子事業の増収、円安の影響等により大幅な改善と
なりました。原材料価格や物流費の上昇、部品不足の長期化
が広範囲でサプライチェーンへの影響を及ぼしているものの、

販売価格への転嫁や原価低減施策の実施、サプライチェーンマ
ネジメントの強化等により業績影響の最小化に努めました。
　これらの結果、2021年 12月期における受注高は7,714億円
（前期比50.9％増）、売上収益は6,032億円（同 15.5％増）、営
業利益は613億円（同63.4％増）、親会社の所有者に帰属する
当期利益は436億円（同80.0％増）となり、いずれの項目にお
いても過去最高額を更新しました。

事業別業績
風水力事業
　売上収益は3,369億円（前期比7.6％増）、営業利益は247億
円（同25.2％増）となりました。
ポンプ事業
　売上収益は建築設備市場向け標準ポンプにおいては、2021
年4月に買収した、トルコのポンプメーカの業績貢献し、増収と
なりました。営業利益は標準ポンプの増収およびカスタムポン
プの継続的な収益改善施策が功を奏し、増益となりました。
コンプレッサ・タービン事業
　期初の受注残が少なかったことによって、特に製品事業の売
上が減収となりましたが、営業利益は製品の選択受注や原価
低減などの収益性の改善によって、減収増益となりました。
冷熱事業
　中国市場での受注売上は堅調に推移しましたが、部材の価
格高騰や国内におけるサービス&サポート需要の伸び悩みな
どによって、増収減益となりました。
環境プラント事業
　売上収益は718億円（前年期6.5％増）、営業利益は56億円
（同 18.0％減）となりました。
　EPC 工事案件の工事進捗により増加しましたが、売上に占め

るオペレーション＆メンテナンス比率の減少および一部の EPC 
工事案件の採算性が悪化したことなどにより、全体としての収
益性は低下しました。
精密・電子事業
　売上収益は1,927億円（前期比37.4％増）、営業利益は280
億円（同 141.1％増）となりました。半導体市場におきまして、お
客様全般での設備投資の状況は引き続き高い水準で推移して
おり、納期の長期化を懸念されたお客様による早期発注もあ
り、受注・売上は製品、サービス&サポートともに大きく伸長し
ました。営業利益は増収効果に加え、ドライ真空ポンプの自動
化工場の稼働やCMPの改造など、好採算案件の売上増加によ
り、大きく収益性が改善しています。

財務状況に関する分析
資産
　2021年 12月期末における資産総額は、前期末に比べて棚卸
資産が197億円、現金及び現金同等物が159億円、のれん及び
無形資産が 117億円増加したことなどにより、749億円増加し、
7,197億円となりました。
負債
　2021年 12月期末における負債総額は、前期末に比べて営業
債務及びその他の債務が 198億円、社債、借入金及びリース負
債が 136億円、契約負債が97億円増加したことなどにより、
501億円増加し、3,980億円となりました。
純資産
　2021年12月期末における資本は、自己株式を200億円取得
し、配当金を104億円支払った一方、親会社の所有者に帰属する
当期利益436億円を計上し、在外営業活動体の換算差額が59

キャッシュ・フローに関する分析
　営業活動によるキャッシュ・フローは、堅調な営業利益に支えら
れ、728億円の収入超過（前期比40億円の収入増加）となりました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得によ
る支出257億円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出103億円などにより、313億円の支出超過（前期比21
億円の支出増加）となりました。
　営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わせた
フリー・キャッシュ・フローは、414億円の収入超過（前期比 18
億円の収入増加）となりました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金及び長期
借入金が純額で75億円増加した一方、自己株式の取得による
支出200億円、配当金の支払い104億円などにより、294億円
の支出超過（前期比 150億円の支出増加）となりました。

億円増加したことなどにより、前期末に比べて247億円増加し、
3,216億円となりました。親会社の所有者に帰属する持分は3,123
億円で、親会社所有者帰属持分比率は43.4％となりました。

　以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物
の残高は、前年度末から159億円増加し、1,364億円となりました。
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